
真に長時間労働を抑制する実効性ある労働時間制度を求める決議 
 
２０１６年６月２日、政府は「ニッポン一億総活躍プラン」を閣議決定した。同プランは「働き方改

革の方向」として長時間労働の是正を掲げ、具体的には３６協定における時間外労働規制の在り方につ

いて、再検討を開始することなどを挙げる。 
もとより、我が国の長時間労働は労働者が休む時間を奪い、過労による精神疾患等の発症、過労死・

過労自殺等を引き起こし、労働者の健康のみならず命を脅かす社会問題である。のみならず、長時間労

働は、労働者を職場に縛り付け、その生活時間を奪い、真の女性の活躍や、労働者の民主主義の過程へ

の参加等を阻害するものである。長時間労働の是正は、我が国の急務であることは間違いのないことで

ある。 
しかし言うまでもなく、長時間労働の是正は、実効的なものでなければならない。形ばかり制度の見

直しをして、「働き方改革」を実現したとすることはできない。 
政府が再検討をするという３６協定における時間外労働規制の在り方については、当初は、時間外労

働が月１００時間を超えた企業に対する労働基準監督署の立入調査の基準を月８０時間に引き下げるな

どの数値目標が議論されていたが、前記プランでは数値目標はなくなっている。また、３６協定に関す

る再検討の終了時期については、２０１８年度中が目標とされている。しかも、労働時間の量的上限規

制、インターバル規制、そして野党４党の「長時間労働規制法案」でも掲げられる労働時間記録の義務

化など、長時間労働抑制にとって実効性のある制度の導入の検討が欠如している。長時間労働の是正が

待ったなしの急務である中、これが果たして長時間労働の抑制に実効性ある改革といえるのか、疑問で

ある。 
他方で、安倍政権は、２０１５年、２０１６年通常国会と「労働基準法等を一部改正する法律案」を

提出し、これを成立させようとしている。同法律案は、一部の労働者を現行労働時間規制から適用除外

とする高度プロフェッショナル制度の導入および、企画業務型裁量労働制度を導入できる業務を大幅に

拡大することを柱としている。これらの制度は、我が国の労働者の長時間労働は是正するどころか、こ

れを拡大・助長しかねないものである。一方で長時間労働の是正を掲げ、他方でこのような「定額働か

せ放題」「残業代ゼロ」法案を通そうとするのは、大きく矛盾する行動であり、真に長時間労働を是正し

ようとしているとは考えがたい。 
実効性のある長時間労働の抑制を実現するために必要なのは現行の労働時間規制の緩和ではなく、そ

の強化である。安倍政権が真に実質を伴う労働時間改革を目指すのであれば、量的上限規制、インター

バル規制、労働時間記録義務の導入が不可欠である。 
日本労働弁護団は、安倍政権の「働き方改革」にいう長時間労働の是正が、単なるスローガンにとど

まらないよう、長時間労働が労働者の命と健康に対する脅威であるだけでなく、真の女性の活躍や、労

働者の民主主義の過程への参加等にとって欠くことのできない生活時間の確保を阻害するものであるこ

とを十分に踏まえた真に実効性ある長時間労働抑制策が実現されることを強く求めるとともに、全国各

地で全ての労働者、労働組合と団結して社会労働運動としての上記の立法運動に全力で取り組むことを

宣言する。 
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